
野田市自立支援・障がい者差別解消支援地域協議会 

平成２９年度 第２回専門部会（子ども部会）次第 

 

日 時 平成２９年 ９月６日（水） 

午前１０時００分から 

会 場 市役所２階 中会議室１・２ 

 

 

１ 開 会 

 

２ 課長あいさつ 

 

３ 議 案 

（１）障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律及び 

児童福祉法の一部を改正する法律の施行に伴う検討事項について 

（２）児童発達支援ガイドライン（案）について 

（３）その他 

 

４ 閉 会 
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議 案１ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための

法律及び児童福祉法の一部を改正する法律の施行に伴う検討事

項について 

 

  平成３０年の法改正で、以下のようなサービスの創設や支援対象の拡大が

予定されております。 

 

 ＜主な改正点＞ 

 

◆居宅訪問により児童発達支援を提供するサービスの創設 

 

  ◆保育所等訪問支援の支援対象の拡大 

 

 

 １番目については、重度の障害等の状態にある障がい児であって、障害児通

所支援を利用するために外出することが著しく困難な障がい児が対象となるサ

ービス。対象者に発達支援の機会を確保すること、訪問支援から通所支援への

社会生活の移行を推進することを目的にサービスを新設。 

 

 ２番目については、訪問支援員が訪問先施設で障がい児に対する直接支援や

訪問先施設のスタッフに対する技術的指導などの間接支援を行うサービス。乳

児院や児童養護施設に入所している障がい児の割合が多いことから対象者とし

て追加。 

 

 その他、都道府県障害児福祉計画の策定に伴い、障害児通所支援の指定につ

いて総量規制が検討されている。 

 

 

 

 

 

※詳細については資料の３ページから８ページを参照。 
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議 案２ 児童発達支援ガイドライン（案）について 

 

 主に乳幼児の発達支援を行う「児童発達支援」について、支援の質の確保や

その向上を図り、障がい児本人のための発達支援を提供していくため、厚生労

働省より児童発達支援ガイドラインの案が発表されました。 

 

 就学児を対象とする放課後等デイサービスについては、平成２７年４月に放

課後等デイサービスガイドラインが策定され、平成２９年４月よりガイドライ

ン遵守のため自己評価及び自己評価結果の公表の義務付けが行われました。 

 

 児童発達支援ガイドラインについても、放課後等デイサービスガイドライン

と同様に支援の質の評価及び改善が各事業所で実施できるよう「保護者等向け

放課後等デイサービス評価表」及び「事業所向けの放課後等デイサービス自己

評価表」を「雛型」として掲示しております。 

 

 そのため、児童発達支援ガイドラインの内容に沿った評価項目を規定し、そ

れに基づいた評価の義務付けや評価結果についておおむね１年に１回以上公表

することが想定されます。 

 

 

※詳細については資料の９ページから１４ページを参照。 

 



第80回部会資料 居宅訪問により児童発達支援を提供するサービスの創設
一灘置鏑灘茶 ’・継N　　撫違　　　　’3照一

○障害児支援については、一般的には複数の児童が集まる通所による支援が成長にとって望ましいと考えられるため、これまで通

　所支援の充実を図ってきたが、現状では、重度の障害等のために外出が著しく困難な障害児に発達支援を受ける機会が提供さ

　れていない。

○このため、重度の障害等の状態にある障害児であって、障害児通所支援を利用するために外出することが著しく困難な障害児

　に発達支援が提供できるよう、障害児の居宅を訪問して発達支援を行うサービスを新たに創設する（「居宅訪問型児童発達支

　援」）。
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1’在宅の障害児の発達支援の機会の確保　　　　　　1

｛・訪問支援から通所支援への社会生活の移行を推進　｛
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居宅訪問型児童発達支援の創設についての検討事項
一・ぽ＝さ逆溢灘ソー 灘 鰍　　函⊇ fi　　　ψ総　　’

㊨＝ξ磁磁㌶繊認逐ぽ㌶繍二

重度の障害等により外出が困難な障害児に対する居宅を訪問して発達支援を提供するサービスを創設する。

rPttiyraliEF月【のぼ

第六条の二の二

⑤この法律で、居宅訪問型児童発達支援とは、重度の障害の状態その他これに準ずるものとして①H生労　小△で定める状態にある　害児であっ

　て、児童発達支援、医療型児童発達支援又は放課後等デイサービスを受けるために外出することが著しく困難なものにつき、当該障害児の居宅を

　訪問し・日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与、生活能力の向上のために必要な訓練②その也の日生m　・・Aで定める　宜

　を供与することをいう。

　　≡llt　t：r・・＝Di
　（対象者について）　A（法定事項）又はB（省令事項）かつC（法定事項）

　A重度の障害の状態（法定事項）
Pt
B（a）人工呼吸器を装着している状態その他の日常生活を営むために医療を要する状態にある場合＝医療的ケア児

　　　（b）重い疾病のため感染症にかかるおそれがある状態にある場合

　C児童発達支援等を受けるために外出することが著しく困難な障害児（法定事項）

※重度の障害の判定は、各種手帳の重度判定（身体障害者手帳1・2級相当、療育手帳重度相当、精神障害者保健福祉手帳1級相当）を基本とす

　る予定。

≡h，　r・・含②

（サービスの内容について）

日’“1s生）における基　・な　　のb道知≡　ムヒの・与及び生ラムカの向上のために必　な訓，、の　　とする。

※既存の児童発達支援及び放課後等デイサービスにおける支援を居宅に訪問して提供するものであるため、既存の内容に合わせる。



第90国蔀餐資料 保育所等訪問支援の支援対象の拡大
鐡　　L　・v

一一灘翰
○乳児院や児童養護施設の入所者に占める障害児の割合は3割程度となっており、職員による支援に加えて、発達支援に関する

　専門的な支援が求められている。（乳児院：28．2％、児童養護施設：28．5％／平成24年度）

○このため、保育所等訪問支援の対象を乳児院や児童養護施設に入所している障害児に拡大し、障害児本人に対して他の児童

　との集団生活への適応のための専門的な支援を行うとともに、当該施設の職員に対して障害児の特性に応じた支援内容や関わり

　方についての助言等を行うことができることとする。

保育所等訪問支援

　　　　　集団生活への
　　　　　適応のための
　　　　　支援　　　等

f｛：璽醒：「………、
8　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1

l　　q鍵亘　　　　　｛



保育所等訪問支援についての検討事項
f扉．

保育所等の障害児に発達支援を提供する保育所等訪問支援について、乳児院・児童養護施設の障害児に対象を拡大する。

d　　　　▼

第六条の二の二
⑥この法律で、保育所等訪問支援とは、保育所その他の児童が集団生活を営む施設として厚生労働省令で定めるものに
　通う障害児又は乳児一一　　　　　　　　　　　の也の児童が　団生｝　「’÷5む

供与することをいう。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　設として厚生“動t｝S△で±めるものに入所する障害児につき、
当該施設を訪問し、当該施設における障害児以外の児童との集団生活への適応のための専門的な支援その他の便宜を

Φ 1
　≡　　レ、t：　　ワ．s　へ

（対象施設について）

乳児ve児童妻　曇とする。



第80回蔀餐資料 障害児のサービス提供体制の計画的な構築
wwmmma“krrmawwgeesggmawaewgptmamae“wwmasweema ・－tt灘二一灘癒灘躍綴一・
○児童福祉法に基づく障害児通所・入所支援などについて、サービスの提供体制を計画的に確保するため、都道府県及び市町

　村において障害児福祉計画を策定する等の見直しを行う。

　※現在、障害者総合支援法に基づく障害福祉サービスについては、サービスの提供体制を計画的に確保するため、都道府県及び市町村が障害福

　　祉計画を策定し、サービスの種類ごとの必要な量の見込みや提供体制の確保に係る目標等を策定。

N

≡　　ハ　：　ワ竃　me

【基本指針】

○厚生労働大臣は、障害児通所・入所支援、障害児相談支援の提供体制の整備や円滑な実施を確保するための基本的な
　指針を定める。

【障害児福祉計画】

○市町村・都道府県は、基本指針に即して、障害児福祉計画を策定する。

（市町村障害児福祉計画）

　　・障害児通所支援や障害児相談支援の提供体制の確保に係る目標に関する事項
　　・各年度の自治体が指定する障害児通所支援や障害児相談支援の種類ごとの必要な量の見込み

（都道府県障害児福祉計画）

　　・障害児通所・入所支援、障害児相談支援の提供体制の確保に係る目標に関する事項
　　・都道府県が定める区域ごとに、当該区域における各年度の自治体が指定する障害児通所支援や障害児相談支援の種類

　　ごとの必要な量の見込み
　　・各年度の障害児入所施設の必要入所定員総数

　※上記の基本指針、市町村障害児福祉計画、都道府県障害児福祉計画は、障害者総合支援法に基づく基本指針、市町村障害福祉計画、都道

　府県障害福祉計画と一体のものとして策定することができる。

○放S後等デイサービス　のtw9児通戸支援やes9児入HE支聯については　道府県庄主児U「祉計画の達成に支thを生
ずるおそれがあると認めるとき計面に定めるサービスの必要な量に達している田ム　）、区道府県は事　所等の旨定をしな



障害児通所支援の指定（総量規制）についての検討事項

嘔芦“　　1－－　　t 鞠　　　　澄裟　’一一1㊦撤臨⊂　欝　　9i」

指定権者である都道府県等は、当該通所支援の量を定め、その量を超えない範囲内において事業所の指定を行う。

ebPESLV

第二十一条の五の十五第二項　放課後等デイサービスその也の麟生　　”ムで定める　S児通；支　（以下この項及
　び第五項並びに第二十一条の五の十九第一項において「特定障害児通所支援」という。）に係る第二十一条の五の
　三第一項の指定は、当該特定障害児通所支援の量を定めてするものとする。

E　ケ・・　　7¶　＝

1
°° l

　l

（総量規制の対象障害福祉サービスについて）

児童達支及び≡‘　デイサービスとする。

※児童発達支援及び放課後等デイサービスは、事業所数については児童発達支援については対前年bic　3割近く、放課後等デイサービ

　スについては対前年比4割近く増加している。今後、事業者数が同様に増加していくと地域によっては支援量が利用者のニーズを

　超える可能性がある。

（事業所数の推移）

（か所）　　　　児競達支援　　　　　　　（か所）　　　放課後等デイサービス
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三泥童発達支裟竃関琴着蕩繊三議鷲遷定権謎嚢1墨

障害児通所支援の一つで、主に乳幼児の発達支援を行う「児童発達支援」について、支援の質の確保及びその向上を図り、

障害児本人のための発達支援を提供していくため、有識者、関係者の参集を得て、児童発達支援ガイドラインを策定する。

【ガイドライン策定の目的】

児童発達支援が鑓共べき
Ut
の内tt’’”kNを示し、支援の一定の質を担保するための全国共通の枠組みを策定

一麹懸灘難麹一

【支援の評価に活用】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－　　r　一　∵　、　　t、
保護者や事業者、自治体が個別支援計画や実際の支援内容をヂェック・評価することにょり、児童発達支援の質を確保

○
饗響難讐離ぎ三二ぞ

勤慶纂邊露違｛㌻∴1

鷺鍵塁譲蒙熟∴：

【児童発達支援に関するガイドライン策定検討会構成員名簿】pm　th　T　“一。二　；：　存ごぽ註ぷ・．1一γ∵：＼テ→～

　石橋大吾　一般財団法人全日本ろうあ連盟理事　　　　　　　・

◎大塚晃　　上智大学総合人間科学部教授　　　　”
　北川聡子　公益財団法人日本知的障害者福祉協会理事
　小林真理子一般社団法人臼本発達障害ネットワーク副理事長

鈴木麻記子全国重症心身障害日中活動支援協議会i

　　　　　　筑波大学教授（人間系障害科学域知的・発達・　　vO柘植雅義
　　　　　　行動障害学分野）
辻井正次　　中京大学現代社会学部教授　　　　　　　　、

　炉枝陽基．全国医療的ケア児者支援協議会代表　　　一
　樋口てるみ　全潤重症心身障書児（者）を守る会　　　　　’

　福島龍三撃特定非営利活動法人全国地域生活支援ネットワーク理事
　，本田†睦子　　　　　　“特定非営利活動法人難病のこども支援全国ネットワーク
L松井、剛太ジ香川大学教育学部准教授　’　．．－　　1　”

メ溜織欝麟麟縫離鍵嚢毒議曇鷺合綱
　一吉田「t祥子㌧．全国特別支援教育推進連盟常任理事∵　　　L
　　．∵、　zJ　s，，　メ∵　　∵←　’l　r，，二　t．。－

　　L　　　　　（敬称略、五十音順）◎座長つ二座長代理



。ヲガ4ドライン（兵策定、．

○児童発達支援は、平成24年4月に約1，700か所であったが、平成29年1月には約4，700か所へと増加している。このような中、支
援の質の確保及びその向上を図る必要がある。このため、児童発達支援が提供すべき支援の内容を示し、支援の一定の質を担保する

ための全国共通の枠組みとして策定、公表する。

，ガイEラメ≧㎏唄魚、バぷ、

携讐欝癩縫轟熟蕩㍊蕊露姦禦鰻麹竃鶉繋ぎ鯵墾酵真鰺璽緯援

当

ソ、鷹鱗茎勲燃糞蕪冒蘇一r庭緯蹴棚る騰達支援蹴螂鱗籔象爵漬「擁鋤誌聡鷲1謬巳1∵鴎灘鷲諄柔潔瓢欝鵠昏畿：購讐麟離臨鷲煕頸1曇璽寧剛

出難灘鱗翻灘難罐聡灘灘灘灘管；ご≡【燃翠藁舞籔どもが地噸切な埠受蹴銅離蟻雛熟螢～蝉嚇懸興める卿　　　　　　1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ふ　　　　　　　　　“　　　三↑三弓

汲韓達茎鯉勲願嚥瓢．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一，．ツゴ∵ぺ1だ≡∵㌻ジジ：：二1㌶　∵パ∵

一「 　　　　　・P　　　ゴそ　　　　　　　　　　　ヅ　　　　　ー　　　　　　　　　　　　　　　∪　　㌣　　　　　　　　　為

・、閨鰻煕鱒鞍辰一

▲　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1

填勲勲鮎と奪糠焦．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＾　　　　　　‥　　　　　　　　　　　　　，　　　　　　胃　　　　　‥　＾～　“《…＝㍉　　・
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　イ　　　　　　　　　　　　　　「　　　t

支援に関わる人材の知識・技術を高めるため、様々な研修機会の確保、知識枝術の取得意欲を喚起することが重要。　　一

児童の権利条約、障害者の権利条約、児童福祉法等が求める子どもの最善の利益が考慮される必要がある・、　　’　…　　，

　　　　　　　　　　　職員による事業所支援の評価及び保護者等による事業所評価を踏まえ；事業所全体として自己評価を行う。ま葱概ね【自己評価結果の公表1丁年に］回以上、インターネットめホームページや会報等で公表していくことが必要。、二　．・　・一…　　μ㌧　　　斗



謙齢鱒翰麟蘇編轟逼毅藷 別紙1

亡・巨情

lr：：r”／lgln↓t’fVV｛ぷ・、溺叶巨ごぺ、岬　こぶ㌔

ξ蕊蕊劇瀬鷺1鷲㌔
ふこ㌔cぷ｛t 憶智∵
頸煕

　　　　　　　　鷲章責瀬麟謙遮ξ；：∵
’ぷ｛ミ聖、持翠

利用定員が指導訓練室等スペースとの関係で

適切であるか

顕
翼違薩惑体1製1弓ユ五

さ・轡ハ

域劃抽
職員の配置数は適切であるか

混
懸㍊

生活空間は、本人にわかりやすく構造化された

環境になっているか。また、障害の特性に応じ、

事業所の設備等は、バリアフリー化や情報伝達

等への配慮が適切になされているか

遮璽繧rl9乳聡

品∨「

鞠
繰湾↓

生活空間は、清潔で、心地よく過ごせる環境に

なっているか。また、子ども達の活動に合わせた

空間となっているか

竃 業務改善を進めるためのPDCAサイクル（目標
設定と振り返り）に、広く職員が参画しているか

憾
繍欝鯉竈，露嘉　寸　き

還ピ

購
保護者等向け評価表により、保護者等に対し

て事業所の評価を実施するとともに、保護者等

の意向等を把握し、業務改善につなげているか
1㌦ロシ亀
罷irl““7’1蕊9；＠tg？欝’竃、

事業所向け自己評価表及び保護者向け評価

表の結果を踏まえ、事業所として自己評価を行

うとともに、その結果による支援の質の評価及び

改善の内容を、事業所の会報やホームページ等

で公開しているか
！E蚕忌
螺凝講1恒ト違a9

竃ら㍗：

第三者による外部評価を行い、評価結果を業

務改善につなげているか

富1
ぽ｛、《］

職員の資質の向上を行うために、研修の機会を

確保しているか

・：ヨ“⑩’1∵；

アセスメントを適切に行い、子どもと保護者のニ

ーズや課題を客観的に分析した上で、児童発

達支援計画を作成しているか

，“メ
∴黒

子どもの適応行動の状況を図るために、標準化

されたアセスメントツールを使用しているか

，パ

　L　」　≠

児童発達支援計画には、児童発達支援ガイド

ラインの「児童発達支援の提供すべき支援」の

「発達支援（本人支援及び移行支援）」、

「家族支援」、「地域支援」で示す支援内容から

子どもの支援に必要な項目が適切に選択され、

その上で、具体的な支援内容が設定されている

か

〆llF
息こ二

叫◎

㌔ご㌧

児童発達支援計画に沿った支援が行われてい

るか
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∫1

翻㌔ 導・

こ仁ぶ

　ギ

1メ

騰

活動プログラムの立案をチームで行っているか

FP」・｝・▲

〔 活動プログラムが固定化しないよう工夫している

］↓

か
市

・惑

パ‖ 子どもの状況に応じて、個別活動と集団活動を

陀： ト⑮礼 適宜組み合わせて児童発達支援計画を作成し

一
！l

A

l㌔1］
ているか

1： 1　・川

メ
支援開始前には職員間で必ず打合せをし、その

1患 あ 日行われる支援の内容や役割分担について確
Ea

．

紅 認しているか
苛 支援終了後には、職員間で必ず打合せをし、そ
］

謬1
壬贈

纏苫已《撰

の日行われた支援の振り返りを行い、気付いた

点等を共有しているか
’

芝戸

謡 日々の支援に関して記録をとることを徹底し、支
｝ 嘩 援の検証・改善につなげているか

箏
）！

⑳㍍
定期的にモニタリングを行い、児童発達支援計

］ぷ ニー 画の見直しの必要性を判断しているか

P穿

梯レ　・、｝
障害児相談支援事業所のサービス担当者会

芦
・洩 議にその子どもの状況に精通した最もふさわしい

｝，d
、h

蕊　ま・」

者が参画しているか
；『：ξ

礫　さ　ト☆ 母子保健や子ども・子育て支援等の関係者や

関係機関と連携した支援を行っているか

il （医療的ケアが必要な子どもや重症心身障害

運

謝
・⑳

；三i

のある子ども等を支援している場合）

地域の保健、医療、障害福祉、保育、教育等

の関係機関と連携した支援を行っているか

蕊
馨、iε・1滅・

！；㊨

（医療的ケアが必要な子どもや重症心身障害

のある子ども等を支援している場合）

子どもの主治医や協力医療機関等と連絡体制
こ連

携。 日 を整えているか

関r
嚢劉涙・ぎ
：　1
しセ

’三ご

4票　”
」」　　　　　→

移行支援として、保育所や認定こども園、幼稚

園、特別支援学校（幼稚部）等との間で、支

援内容等の情報共有と相互理解を図っている

か

葦、鍛
移行支援として、小学校や特別支援学校（小

漣 学部）との間で、支援内容等の情報共有と相

互理解を図っているか

一ぷぼ・ ㍉ 他の児童発達支援センターや児童発達支援事

きぐ匂 業所、発達障害者支援センター等の専門機関
汽　c と連携し、助言や研修を受けているか

ば’，
　↓
F 保育所や認定こども園、幼稚園等との交流や、

ぼ
，1　；

；≦ト

尋
鷹；；

障害のない子どもと活動する機会があるか

τ
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》
議培㌔ （自立支援）協議会子ども部会や地域の子ど

も・子育て会議等へ積極的に参加しているか

㌻ てい 拳 日頃から子どもの状況を保護者と伝え合い、子

継
A

⑳・ どもの発達の状況や課題について共通理解を持
｛

Y＞1一

21パ1 っているか
R　な

○
保護者の対応力の向上を図る観点から、保護

，；・1二1

者に対して家族支援プ［］グラム（ペアレント・トレ

部
・・身陸

τ∨w

j
一
ニング等）の支援を行っているか

」．口

騰　　
⑰

運営規程、利用者負担等について丁寧な説明

丘　1．
．・ ㌧
を行っているか

壱弓ス

藷ミ1】膜、］ 児童発達支援ガイドラインの「児童発達支援の

提供すべき支援」のねらい及び支援内容と、これ

ヨ
＞lr

　1

に基づき作成された「児童発達支援計画」を示

ぷ 攣 しながら支援内容の説明を行い、保護者から児
ピ・“

童発達支援計画の同意を得ているか

定期的に、保護者からの子育ての悩み等に対

砥

　ピユー‡
：，、＠ する相談に適切に応じ、必要な助言と支援を行

熱
喜 っているか

涙・

三

父母の会の活動を支援したり、保護者会等を

翼
硅：

シ

開催する等により、保護者同士の連携を支援し

ているか

鱗 子どもや保護者からの相談や申入れ1こついて、

任
㍉　f江’ 対応の体制を整備するとともに、子どもや保護

漂 者に周知し、相談や申入れがあった場合に迅速
、

㌧　㌧♪ぱ・二

かっ適切に対応しているか

i鴨 定期的に会報等を発行し、活動概要や行事予
：ピ

⑳、 定、連絡体制等の情報を子どもや保護者に対

ぷ

蓬ニ

ジ
して発信しているか

硫
占～

ミ㌃9

：1：輌

欝丁〉・

鐙 個人情報の取扱いに十分注意しているか

1；： 　．．　　びパ．，A

障害のある子どもや保護者との意思の疎通や情
⑲∴

報伝達のための配慮をしているか

　ご

．

p
事業所の行事に地域住民を招待する等地域に

開かれた事業運営を図っているか

圧o 特＋一 緊急時対応マニュアル、防犯マニュアル、感染症

　‘

馨ぐ等，

三｛㎞る　三 対応マニュアル等を策定し、職員や保護者に周

知するとともに、発生を想定した訓練を実施して

いるか

錆

非常災害の発生に備え、定期的に避難、救出

その他必要な訓練を行っているか
川

‘㌧＝ 事前に、服薬や予防接種、てんかん発作等のこ

＿ご＿
．娠 どもの状況を確認しているか

、㍑ ㌧
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4「卜亘㍉’ ふ1 三s⑭

食物アレルギーのある子どもについて、医師の指

3’
㍉

示書に基づく対応がされているか
で呂、

吊聾、

｝｝　　†ゼ‘（⑮ ヒヤリ八ット事例集を作成して事業所内で共有

㍍ しているか

マ　ト　ー

　F

‘う　　▲

虐待を防止するため、職員の研修機会を確保

誌 　文
款
する等、適切な対応をしているか

キ・］’1・

　1ミ」

　［ド、ほ．

どのような場合にやむを得ず身体拘束を行うかに

引． ついて、組織的に決定し、子どもや保護者に事
桓∴

《，

桓噌 前に十分に説明し了解を得た上で、児童発達
・京一ヰ1

II’　　1 4メlL

支援計画に記載しているか

○この児童発達支援自己評価表は、児童発達支援センター又は児童発達支援事業所の職員の方に、事業所の自己評価を

　していただくものです。、

　　「はい」・「し’いえ」のどちらか1こ「○」を言己入するとともに・「工夫口し’る点」・「課題や改SVべき点」等について記入してくださ

　い。
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第80回部会資料居宅訪問により児童発達支援を提供するサービスの創設一灘置鏑灘茶’・継N　　撫違　　　　’3照一○障害児支援については、一般的には複数の児童が集まる通所による支援が成長にとって望ましいと考えられるため、これまで通　所支援の充実を図ってきたが、現状では、重度の障害等のために外出が著しく困難な障害児に発達支援を受ける機会が提供さ　れていない。○このため、重度の障害等の状態にある障害児であって、障害児通所支援を利用するために外出することが著しく困難な障害児　に発達支援が提供できるよう、障害児の居宅を訪問して発達支援を行うサービスを新たに創設する（「居宅訪問型児童発達支　援」）。ω　　　にののヨののロロのロ　ヰ　ののロ　のののロロゼロロロロのロロぷロののロロのロロロロののヨ1’在宅の障害児の発達支援の機会の確保　　　　　　1｛・訪問支援から通所支援への社会生活の移行を推進　｛し■鱒。■＿■■百■“古■“�`頃ロロ＿亘■■ロ旦□頃口恒一剛ロ，m，　．，　＿　ew　，．，　＿　．．　g居宅訪問型児童発達支援の創設についての検討事項一・ぽ＝さ逆溢灘ソー灘鰍　　函⊇fi　　　ψ総　　’�堰＜ﾌ磁磁�f繊認逐ぽ�f繍二重度の障害等により外出が困難な障害児に対する居宅を訪問して発達支援を提供するサービスを創設する。rPttiyraliEF月【のぼ第六条の二の二�Dこの法律で、居宅訪問型児童発達支援とは、重度の障害の状態その他これに準ずるものとして�@H生労　小△で定める状態にある　害児であっ　て、児童発達支援、医療型児童発達支援又は放課後等デイサービスを受けるために外出することが著しく困難なものにつき、当該障害児の居宅を　訪問し・日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与、生活能力の向上のために必要な訓練�Aその也の日生m　・・Aで定める　宜　を供与することをいう。　　≡llt　t：r・・＝Di　（対象者について）　A（法定事項）又はB（省令事項）かつC（法定事項）　A重度の障害の状態（法定事項）PtB（a）人工呼吸器を装着している状態その他の日常生活を営むために医療を要する状態にある場合＝医療的ケア児　　　（b）重い疾病のため感染症にかかるおそれがある状態にある場合　C児童発達支援等を受けるために外出することが著しく困難な障害児（法定事項）※重度の障害の判定は、各種手帳の重度判定（身体障害者手帳1・2級相当、療育手帳重度相当、精神障害者保健福祉手帳1級相当）を基本とす　る予定。≡h，　r・・含�A（サービスの内容について）日’“1s生）における基　・な　　のb道知≡　ムヒの・与及び生ラムカの向上のために必　な訓，、の　　とする。※既存の児童発達支援及び放課後等デイサービスにおける支援を居宅に訪問して提供するものであるため、既存の内容に合わせる。第90国蔀餐資料保育所等訪問支援の支援対象の拡大鐡　　L　・v一一灘翰○乳児院や児童養護施設の入所者に占める障害児の割合は3割程度となっており、職員による支援に加えて、発達支援に関する　専門的な支援が求められている。（乳児院：28．2％、児童養護施設：28．5％／平成24年度）○このため、保育所等訪問支援の対象を乳児院や児童養護施設に入所している障害児に拡大し、障害児本人に対して他の児童　との集団生活への適応のための専門的な支援を行うとともに、当該施設の職員に対して障害児の特性に応じた支援内容や関わり　方についての助言等を行うことができることとする。保育所等訪問支援　　　　　集団生活への　　　　　適応のための　　　　　支援　　　等f｛：璽醒：「………、8　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1l　　q鍵亘　　　　　｛保育所等訪問支援についての検討事項f扉．保育所等の障害児に発達支援を提供する保育所等訪問支援について、乳児院・児童養護施設の障害児に対象を拡大する。d　　　　▼第六条の二の二�Eこの法律で、保育所等訪問支援とは、保育所その他の児童が集団生活を営む施設として厚生労働省令で定めるものに　通う障害児又は乳児一一　　　　　　　　　　　の也の児童が　団生｝　「’÷5む供与することをいう。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　設として厚生“動t｝S△で±めるものに入所する障害児につき、当該施設を訪問し、当該施設における障害児以外の児童との集団生活への適応のための専門的な支援その他の便宜をΦ1　≡　　レ、t：　　ワ．s　へ（対象施設について）乳児ve児童妻　曇とする。第80回蔀餐資料障害児のサービス提供体制の計画的な構築wwmmma“krrmawwgeesggmawaewgptmamae“wwmasweema・−tt灘二一灘癒灘躍綴一・○児童福祉法に基づく障害児通所・入所支援などについて、サービスの提供体制を計画的に確保するため、都道府県及び市町　村において障害児福祉計画を策定する等の見直しを行う。　※現在、障害者総合支援法に基づく障害福祉サービスについては、サービスの提供体制を計画的に確保するため、都道府県及び市町村が障害福　　祉計画を策定し、サービスの種類ごとの必要な量の見込みや提供体制の確保に係る目標等を策定。N≡　　ハ　：　ワ竃　me【基本指針】○厚生労働大臣は、障害児通所・入所支援、障害児相談支援の提供体制の整備や円滑な実施を確保するための基本的な　指針を定める。【障害児福祉計画】○市町村・都道府県は、基本指針に即して、障害児福祉計画を策定する。（市町村障害児福祉計画）　　・障害児通所支援や障害児相談支援の提供体制の確保に係る目標に関する事項　　・各年度の自治体が指定する障害児通所支援や障害児相談支援の種類ごとの必要な量の見込み（都道府県障害児福祉計画）　　・障害児通所・入所支援、障害児相談支援の提供体制の確保に係る目標に関する事項　　・都道府県が定める区域ごとに、当該区域における各年度の自治体が指定する障害児通所支援や障害児相談支援の種類　　ごとの必要な量の見込み　　・各年度の障害児入所施設の必要入所定員総数　※上記の基本指針、市町村障害児福祉計画、都道府県障害児福祉計画は、障害者総合支援法に基づく基本指針、市町村障害福祉計画、都道　府県障害福祉計画と一体のものとして策定することができる。○放S後等デイサービス　のtw9児通戸支援やes9児入HE支聯については　道府県庄主児U「祉計画の達成に支thを生ずるおそれがあると認めるとき計面に定めるサービスの必要な量に達している田ム　）、区道府県は事　所等の旨定をしな障害児通所支援の指定（総量規制）についての検討事項嘔芦“　　1−−　　t鞠　　　　澄裟　’一一1��撤臨⊂　欝　　9i」指定権者である都道府県等は、当該通所支援の量を定め、その量を超えない範囲内において事業所の指定を行う。ebPESLV第二十一条の五の十五第二項　放課後等デイサービスその也の麟生　　”ムで定める　S児通；支　（以下この項及　び第五項並びに第二十一条の五の十九第一項において「特定障害児通所支援」という。）に係る第二十一条の五の　三第一項の指定は、当該特定障害児通所支援の量を定めてするものとする。E　ケ・・　　7¶　＝1°°l　l（総量規制の対象障害福祉サービスについて）児童達支及び≡‘　デイサービスとする。※児童発達支援及び放課後等デイサービスは、事業所数については児童発達支援については対前年bic　3割近く、放課後等デイサービ　スについては対前年比4割近く増加している。今後、事業者数が同様に増加していくと地域によっては支援量が利用者のニーズを　超える可能性がある。（事業所数の推移）（か所）　　　　児競達支援　　　　　　　（か所）　　　放課後等デイサービス5／0004ρ003，0002ρ001，00003，1◎◎（刊9％）2，221（十28％）ノ0平成24年度　　平成25年度　平成26年度　平成27年度　平成28年度　10，000e／o）　8，0006，0004，0002，0000平成24年度　平成25年度　平成26年度　平成27年度　平成28年度三泥童発達支裟竃関琴着蕩繊三議鷲遷定権謎嚢1墨障害児通所支援の一つで、主に乳幼児の発達支援を行う「児童発達支援」について、支援の質の確保及びその向上を図り、障害児本人のための発達支援を提供していくため、有識者、関係者の参集を得て、児童発達支援ガイドラインを策定する。【ガイドライン策定の目的】児童発達支援が鑓共べきUtの内tt’’”kNを示し、支援の一定の質を担保するための全国共通の枠組みを策定一麹懸灘難麹一【支援の評価に活用】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　−　　r　一　∵　、　　t、保護者や事業者、自治体が個別支援計画や実際の支援内容をヂェック・評価することにょり、児童発達支援の質を確保○饗響難讐離ぎ三二ぞ勤慶纂邊露違｛�n∴1鷺鍵塁譲蒙熟∴：【児童発達支援に関するガイドライン策定検討会構成員名簿】pm　th　T　“一。二　；：　存ごぽ註ぷ・．1一γ∵：＼テ→〜　石橋大吾　一般財団法人全日本ろうあ連盟理事　　　　　　　・◎大塚晃　　上智大学総合人間科学部教授　　　　”　北川聡子　公益財団法人日本知的障害者福祉協会理事　小林真理子一般社団法人臼本発達障害ネットワーク副理事長鈴木麻記子全国重症心身障害日中活動支援協議会i　　　　　　筑波大学教授（人間系障害科学域知的・発達・　　vO柘植雅義　　　　　　行動障害学分野）辻井正次　　中京大学現代社会学部教授　　　　　　　　、　炉枝陽基．全国医療的ケア児者支援協議会代表　　　一　樋口てるみ　全潤重症心身障書児（者）を守る会　　　　　’　福島龍三撃特定非営利活動法人全国地域生活支援ネットワーク理事　，本田†睦子　　　　　　“特定非営利活動法人難病のこども支援全国ネットワークL松井、剛太ジ香川大学教育学部准教授　’　．．−　　1　”メ溜織欝麟麟縫離鍵嚢毒議曇鷺合綱　一吉田「t祥子�d．全国特別支援教育推進連盟常任理事∵　　　L　　．∵、　zJ　s，，　メ∵　　∵←　’l　r，，二　t．。−　　L　　　　　（敬称略、五十音順）◎座長つ二座長代理。ヲガ4ドライン（兵策定、．○児童発達支援は、平成24年4月に約1，700か所であったが、平成29年1月には約4，700か所へと増加している。このような中、支援の質の確保及びその向上を図る必要がある。このため、児童発達支援が提供すべき支援の内容を示し、支援の一定の質を担保するための全国共通の枠組みとして策定、公表する。，ガイEラメ≧�s唄魚、バぷ、携讐欝癩縫轟熟蕩�m蕊露姦禦鰻麹竃鶉繋ぎ鯵墾酵真鰺璽緯援当ソ、鷹鱗茎勲燃糞蕪冒蘇一r庭緯蹴棚る騰達支援蹴螂鱗籔象爵漬「擁鋤誌聡鷲1謬巳1∵鴎灘鷲諄柔潔瓢欝鵠昏畿：購讐麟離臨鷲煕頸1曇璽寧剛出難灘鱗翻灘難罐聡灘灘灘灘管；ご≡【燃翠藁舞籔どもが地噸切な埠受蹴銅離蟻雛熟螢〜蝉嚇懸興める卿　　　　　　1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ふ　　　　　　　　　“　　　三↑三弓汲韓達茎鯉勲願嚥瓢．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一，．ツゴ∵ぺ1だ≡∵�nジジ：：二1�f　∵パ∵一「　　　　　・P　　　ゴそ　　　　　　　　　　　ヅ　　　　　ー　　　　　　　　　　　　　　　∪　　�k　　　　　　　　　為・、閨鰻煕鱒鞍辰一▲　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1填勲勲鮎と奪糠焦．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＾　　　　　　‥　　　　　　　　　　　　　，　　　　　　胃　　　　　‥　＾〜　“《…＝�_　　・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　イ　　　　　　　　　　　　　　「　　　t支援に関わる人材の知識・技術を高めるため、様々な研修機会の確保、知識枝術の取得意欲を喚起することが重要。　　一児童の権利条約、障害者の権利条約、児童福祉法等が求める子どもの最善の利益が考慮される必要がある・、　　’　…　　，　　　　　　　　　　　職員による事業所支援の評価及び保護者等による事業所評価を踏まえ；事業所全体として自己評価を行う。ま葱概ね【自己評価結果の公表1丁年に］回以上、インターネットめホームページや会報等で公表していくことが必要。、二　．・　・一…　　μ�d　　　斗謙齢鱒翰麟蘇編轟逼毅藷別紙1亡・巨情lr：：r”／lgln↓t’fVV｛ぷ・、溺叶巨ごぺ、岬　こぶ�`ξ蕊蕊劇瀬鷺1鷲�`ふこ�`cぷ｛t憶智∵頸煕　　　　　　　　鷲章責瀬麟謙遮ξ；：∵’ぷ｛ミ聖、持翠利用定員が指導訓練室等スペースとの関係で適切であるか顕翼違薩惑体1製1弓ユ五さ・轡ハ域劃抽職員の配置数は適切であるか混懸�m生活空間は、本人にわかりやすく構造化された環境になっているか。また、障害の特性に応じ、事業所の設備等は、バリアフリー化や情報伝達等への配慮が適切になされているか遮璽繧rl9乳聡品∨「鞠繰湾↓生活空間は、清潔で、心地よく過ごせる環境になっているか。また、子ども達の活動に合わせた空間となっているか竃業務改善を進めるためのPDCAサイクル（目標設定と振り返り）に、広く職員が参画しているか憾繍欝鯉竈，露嘉　寸　き還ピ購保護者等向け評価表により、保護者等に対して事業所の評価を実施するとともに、保護者等の意向等を把握し、業務改善につなげているか1�jロシ亀罷irl““7’1蕊9；＠tg？欝’竃、事業所向け自己評価表及び保護者向け評価表の結果を踏まえ、事業所として自己評価を行うとともに、その結果による支援の質の評価及び改善の内容を、事業所の会報やホームページ等で公開しているか！E蚕忌螺凝講1恒ト違a9竃ら�h：第三者による外部評価を行い、評価結果を業務改善につなげているか富1ぽ｛、《］職員の資質の向上を行うために、研修の機会を確保しているか・：ヨ“�I’1∵；アセスメントを適切に行い、子どもと保護者のニーズや課題を客観的に分析した上で、児童発達支援計画を作成しているか，“メ∴黒子どもの適応行動の状況を図るために、標準化されたアセスメントツールを使用しているか，パ　L　」　≠児童発達支援計画には、児童発達支援ガイドラインの「児童発達支援の提供すべき支援」の「発達支援（本人支援及び移行支援）」、「家族支援」、「地域支援」で示す支援内容から子どもの支援に必要な項目が適切に選択され、その上で、具体的な支援内容が設定されているか〆llF息こ二叫◎�`ご�d児童発達支援計画に沿った支援が行われているか11　1k1Fl∫1翻�`導・こ仁ぶ　ギ1メ騰活動プログラムの立案をチームで行っているかFP」・｝・▲〔活動プログラムが固定化しないよう工夫している］↓か市・惑パ‖子どもの状況に応じて、個別活動と集団活動を陀：ト�N礼適宜組み合わせて児童発達支援計画を作成し一！lAl�`1］ているか1：1　・川メ支援開始前には職員間で必ず打合せをし、その1患あ日行われる支援の内容や役割分担について確Ea．紅認しているか苛支援終了後には、職員間で必ず打合せをし、そ］謬1壬贈纏苫已《撰の日行われた支援の振り返りを行い、気付いた点等を共有しているか’芝戸謡日々の支援に関して記録をとることを徹底し、支｝嘩援の検証・改善につなげているか箏）！�S�b定期的にモニタリングを行い、児童発達支援計］ぷニー画の見直しの必要性を判断しているかP穿梯レ　・、｝障害児相談支援事業所のサービス担当者会芦・洩議にその子どもの状況に精通した最もふさわしい｝，d、h蕊　ま・」者が参画しているか；『：ξ礫　さ　ト☆母子保健や子ども・子育て支援等の関係者や関係機関と連携した支援を行っているかil（医療的ケアが必要な子どもや重症心身障害運謝・�S；三iのある子ども等を支援している場合）地域の保健、医療、障害福祉、保育、教育等の関係機関と連携した支援を行っているか蕊馨、iε・1滅・！；�堰i医療的ケアが必要な子どもや重症心身障害のある子ども等を支援している場合）子どもの主治医や協力医療機関等と連絡体制こ連携。日を整えているか関r嚢劉涙・ぎ：　1しセ’三ご4票　”」」　　　　　→移行支援として、保育所や認定こども園、幼稚園、特別支援学校（幼稚部）等との間で、支援内容等の情報共有と相互理解を図っているか葦、鍛移行支援として、小学校や特別支援学校（小漣学部）との間で、支援内容等の情報共有と相互理解を図っているか一ぷぼ・�_他の児童発達支援センターや児童発達支援事きぐ匂業所、発達障害者支援センター等の専門機関汽　cと連携し、助言や研修を受けているかば’，　↓F保育所や認定こども園、幼稚園等との交流や、ぼ，1　；；≦ト尋鷹；；障害のない子どもと活動する機会があるかτ12　［》議培�`（自立支援）協議会子ども部会や地域の子ども・子育て会議等へ積極的に参加しているか�nてい拳日頃から子どもの状況を保護者と伝え合い、子継A�S・どもの発達の状況や課題について共通理解を持｛Y＞1一21パ1っているかR　な○保護者の対応力の向上を図る観点から、保護，；・1二1者に対して家族支援プ［］グラム（ペアレント・トレ部・・身陸τ∨wj一ニング等）の支援を行っているか」．口騰　　�P運営規程、利用者負担等について丁寧な説明丘　1．．・�dを行っているか壱弓ス藷ミ1】膜、］児童発達支援ガイドラインの「児童発達支援の提供すべき支援」のねらい及び支援内容と、これヨ＞lr　1に基づき作成された「児童発達支援計画」を示ぷ攣しながら支援内容の説明を行い、保護者から児ピ・“童発達支援計画の同意を得ているか定期的に、保護者からの子育ての悩み等に対砥　ピユー‡：，、＠する相談に適切に応じ、必要な助言と支援を行熱喜っているか涙・三父母の会の活動を支援したり、保護者会等を翼硅：シ開催する等により、保護者同士の連携を支援しているか鱗子どもや保護者からの相談や申入れ1こついて、任�_　f江’対応の体制を整備するとともに、子どもや保護漂者に周知し、相談や申入れがあった場合に迅速、�d　�d♪ぱ・二かっ適切に対応しているかi鴨定期的に会報等を発行し、活動概要や行事予：ピ�S、定、連絡体制等の情報を子どもや保護者に対ぷ蓬ニジして発信しているか硫占〜ミ�e9：1：輌欝丁〉・鐙個人情報の取扱いに十分注意しているか1；：　．．　　びパ．，A障害のある子どもや保護者との意思の疎通や情�R∴報伝達のための配慮をしているか　ご．p事業所の行事に地域住民を招待する等地域に開かれた事業運営を図っているか圧o特＋一緊急時対応マニュアル、防犯マニュアル、感染症　‘馨ぐ等，三｛�qる　三対応マニュアル等を策定し、職員や保護者に周知するとともに、発生を想定した訓練を実施しているか錆非常災害の発生に備え、定期的に避難、救出その他必要な訓練を行っているか川‘�d＝事前に、服薬や予防接種、てんかん発作等のこ＿ご＿．娠どもの状況を確認しているか、�g�d13｝｝［4「卜亘�_’ふ1三s�M食物アレルギーのある子どもについて、医師の指3’�_示書に基づく対応がされているかで呂、吊聾、｝｝　　†ゼ‘（�Nヒヤリ八ット事例集を作成して事業所内で共有�bしているかマ　ト　ー　F‘う　　▲虐待を防止するため、職員の研修機会を確保誌　文款する等、適切な対応をしているかキ・］’1・　1ミ」　［ド、ほ．どのような場合にやむを得ず身体拘束を行うかに引．ついて、組織的に決定し、子どもや保護者に事桓∴《，桓噌前に十分に説明し了解を得た上で、児童発達・京一ヰ1II’　　14メlL支援計画に記載しているか○この児童発達支援自己評価表は、児童発達支援センター又は児童発達支援事業所の職員の方に、事業所の自己評価を　していただくものです。、　　「はい」・「し’いえ」のどちらか1こ「○」を言己入するとともに・「工夫口し’る点」・「課題や改SVべき点」等について記入してくださ　い。14

